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お わ り に

　自治労が産別として全国規模でのボランティア活動に初めて取り組んだのは、1995年１月17日未明に発生した阪神・淡路大震災であり、延べ２万人の組合員が災害救援・復旧活動に当たりました。また16年後の2011年３月11日に発生した東日本大震災でも「自治労復興支援活動計画」を決定し、４月11日から７月10日まで91日間に渡って延べ２万人が被災地入りし復旧・復興活動に取り組みました。今もなお多くの組合員が行政支援等により派遣され、被災地の仲間と共に復旧・復興の任に当たっています。

　自治研作業委員会「災害に強いまちづくり」は、東日本大震災では地震と津波、原発事故によりこれまでの想定を大きく超える甚大な被害を多くの自治体が被ったことから、今回の震災で阪神・淡路大震災の教訓は生かされたのか、災害弱者に対応するための地域コミュニティは構築されていたのかなどの問題点の検証と災害時に自治体と住民それぞれが何をすべきなのか、平時から地域でどのように災害に備えるべきなのかを考え、新たな地域防災のあり方とまちづくりについての提言の取りまとめを目的に発足しました。阪神・淡路大震災の経験を踏まえて作成された「災害に強いまちづくりと災害救助のあり方　～みどりと福祉の防災都市をめざして～」をベースに今日的な視点を踏まえ全面的な改訂を行っています。

　全国の避難者数は2013年７月４日時点での復興庁調査によると、29万４千人にも上っています。また避難先は47都道府県約120市町村に及んでいます。ただ、そこには統計上の数字ではなく、避難者一人ひとりに生活があり、家族があり、人生があります。いつかあなたや家族も同じように震災避難者になるかもしれません。また被災自治体に働く仲間の経験したこと、直面している行政課題はいつかあなたが自治体職場で向き合わざるを得ない課題になるかもしれません。

　そのために、今回の大震災を教訓として、災害に対する備えや発災時の対応等を今から考えていく必要があります。

　誰しも地震を含む大規模災害に巻き込まれるリスクを背負っています。今後、想定される南海トラフ地震では最悪の場合、死者は32万人余と想定されています。しかし適切な避難行動や対策をとれば、死者数を最大５分の１に減らせると言われています。

　「最善を願いながら、最悪の事態に備える」東日本大震災の様々な教訓を元に作成された「災害に強いまちづくり」が自治体職員はもとより、市民団体、その他多くの方々の大規模災害対策のヒントに少しでもなればよいと考えています。

　本提言書は序章、第１部、第２部、復旧・復興に向けた課題、大きく４つのパートに分かれています。

　序章は16の切り口から、自治体を取り巻く状況を中心に述べています。

　第１部は災害支援・復旧・復興の進め方、第２部は女性の視点から考える防災がテーマとなっています。東日本大震災で見えてきた課題やこれまでの災害時の女性ニーズ、防災計画、復興復旧への女性参加も含め記載しています。さらに人道支援の国際基準であるスフィア基準を記載し処方箋を提言しています。男性視点になりがちな防災・減災を女性や災害弱者さらには国際的な目線で考えるきっかけになることを期待しています。

　そして最後は復興・復旧へ向けた課題としてコミュニティのあり方、震災遺児などの課題を取り上げています。

　災害に強いまちづくりとは何か？　ハードの整備は時間とお金を掛ければ対策は進みますが、ハードが持つ機能を超える災害には無力です。しかし人間は過去に学び、合わせて先見性と柔軟性を持ち、その都度災害から立ち上がってきました。地域の人々が防災・減災に関心をもち、コミュニティにも関心を持つ。そのことはまちづくりにもつながります。とどのつまり災害に強いまちづくりには人づくりが求められています。
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